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業務紛争による損失を理由に担当者を解雇できるのか

一、事実経緯

2012年3月7日、林氏が上海のある服飾会社（以下、「Ａ社」という））に入社し、生産統括を担当し、双方が締結した3年期間の労働契約に林氏の月給与11000元とし、且つ林氏を山東のある服飾会社（以下、「Ｂ社」という）に派遣し、Ｂ社のブランド生産作業を担当すると約束した。2013年3月より、林氏の月給は15000元まで昇給した。

2013年7月、Ｂ社は林氏をＢ社の代表として江蘇のある服飾会社（以下、「Ｃ社」という）と加工契約を交渉し、Ｃ社が自らの生地で加工したアパレル製品をＢ社に販売することで合意し、双方はＣ社の提供した格式契約を調印した、その後、Ｂ社は、アパレルデザインの変更により、自社で新しい生地の供給に切り替え、加工作業だけをＣ社に任せた。

Ｃ社が既にＢ社から生地代を受領したため、Ｂ社が林氏にその代金返還についてＣ社と協議するよう指示した。林氏がＣ社と協議の上、アパレル製品の加工賃単価を150元から100元まで減額することで合意した。直ちに林氏がその減額に関する意向書をＢ社に確認したが、ずっと許可を得なかったため、上記契約価格の変更について書面の変更協議書を締結しなかった。

2013年12月、Ｃ社がＢ社に対し単価150元により算出された代金を支払うよう裁判所に提訴した。Ｂ社が減額を裏付ける証拠を提供できなかったため、敗訴に終わった。

2014年1月31日、Ａ社が厳重な職務怠慢、不正利得行為により会社に重大な損害を与えたことを理由に林氏との労働契約を解除し、且つ林氏の2014年1月の賃金12000元をＡ社への賠償金として控除した。

2014年2月中旬、林氏が、Ａ社に対し、労働契約の違法解除による賠償金及び控除された2014年1月の賃金を返還するよう、仲裁を提起した。

二、仲裁裁決と判決

労働争議仲裁委員会が林氏の仲裁請求を支持した。

Ａ社がその仲裁裁決に不服として、訴訟を提起したが、裁判所がその訴訟請求を却下した。

三、コメント

1、「上海市労働契約条例」に基づき、労働契約を締結した雇用者と実際に労働者を使用した企業とは一致しなかった場合、雇用者と実際に労働者を使用した企業との間で実際に労働者を使用した企業が労働者に対する義務の全部又は一部を負うことを約定することができる。実際に労働者を使用した企業が労働者に対する義務を履行しなかった場合、雇用者が当該義務を負わなければならない。

本案において、Ａ社が林氏と労働契約を締結した雇用者であり、Ｂ社が実際に林氏を使用した企業である。Ａ社とＢ社が林氏に対する義務の履行について約束しなかったため、Ａ社が労働法上の雇用者としての権利義務を履行しなければならず、林氏を解雇したことにより生じた法律上の結果はＡ社が負担しなければならない。

2、「労働契約法」第39条第３項に基づき、労働者が厳重な職務怠慢、不正利得行為により使用者に重大な損害を与えた場合、使用者が労働契約を解除することができる。また、最高裁の「労働争議案件審理法律適用若干問題についての解釈」第13条は、使用者が労働契約を解除したり減給したりすることにより発生した労働紛争に対して、使用者が立証責任を負わなければならないと決めている。

本案において、Ａ社が林氏による厳重な職務怠慢、不正利得行為によりＡ社に重大な損害を与えたことを理由に労働契約を解除した場合、林氏には職務怠慢があるかどうか、情状の厳重さ及び損害状況について十分に立証しなければならず、立証できなかった場合は労働契約違法解除として相応責任を負わなければならない。

林氏は、B社の代表として、Ｃ社の格式契約を採用し、且つB社総経理に捺印署名の行為によって契約内容を確認してもらったことで、その行為は慎重で適切であり、契約内容の変更において初歩意向ができてからB社に確認しても、許可を得られない状況下、勝手にＣ社と変更協議をしたことが無いし、失職したところが存在していない。加工賃の変更について合意できない責任は林氏にあらず、同様にB社が訴訟敗訴の責任を林氏に帰することは根拠が乏しいものである。従って、Ａ社が厳重な職務怠慢により会社に重大な損害を与えたことを理由に林氏との契約を解除したことは違法解除に当る。

3、「上海企業賃金支払い弁法」に基づき、労働者の原因により使用者が経済損失を被った場合、使用者が法によりその賃金から控除した賠償金は当該労働者の当月賃金の20％を超えてはならず、且つ残りの賃金は本市が定める最低賃金基準を下回ってはならない。

本案において、Ａ社が林氏の厳重な職務怠慢、不正利得行為により会社に重大な損害を与えたことを立証できなかったため、林氏の賃金は控除してはならず、その差額部分を返済しなければならない。仮にＡ社の主張が成立した場合、Ａ社より控除された林氏の2014年1月の賃金12000元が林氏本人の当月賃金の20％を超えたため、こうした行為が違法である。


「外国人入国短期業務完成に関連する処理手順（試行）」の
配布に関する通知についての解説

人力資源社会保障部、外交部、公安部、文化部は連名で2014年11月6日付け「外国人入国短期業務完成に関連する処理手順（試行）」の配布に関する通知（以下、「処理手順」という）を配布し、2015年1月1日より施行する。

一、背景

長年にわたる中国における外国人の就業に関しては主に「中華人民共和国出入国管理法」及び「外国人出入国管理条例」などの概括性的な法規定に依り、事情の異なる外国人の中国滞在に必要、且つ詳細な法規定の不備によってしばしばトラブルが起きてきた。「処理手順」の配布の背景は前記の問題を解消できるよう多方面に補足し、外国人の中国滞在方式を規範化し、関係部門の処理手順に指針を与えることにある。
二、「処理手順」は外国人が短期入国に主に次な影響を与えた。

１、外国人が下記の事由で中国に入国し、且つ滞在する期間は90日までにとする。

（一）中国国内での提携先のためにある技術や科学研究、管理、指導などの業務を完了させること
（二）中国国内でのスポーツ機構セレクション（トレーナー、選手を含む）を行うこと
（三）映画撮影（広告、ドキュメンタリーを含む）

（四）ファッションショー（モーターショーコンパニオン、広告撮影などを含む）

（五）渉外的な営業性公演へ従事

（六）人力資源社会保障部門が認定するその他の状況
２、外国人が下記の事由で短期業務任務を完了させると見なさないものとする。

（一）購入機械設備の購入に付随するメンテナンス、据付、調整・テスト、取外し、指導及びトレーニング
（二）中国国内で落札されたプロジェクトに対する指導、監督及び検査

（三）中国国内の分会社、子会社、代表処に派遣のうえ短期就労を完了させること

（四）スポーツ大会への参加（選手、トレーナー、医療チーム、アシスタントなどの関係者を含む。但し、国際スポーツ機構の求めにより、中国の主管部門が承認のうえ、登録カードを所持して入国し試合に参加するなどの場合は除く）

（五）入国のうえ無報酬の業務に従事する場合或は海外機構から報酬を受け取る有償ボランティア及び無償ボランティアなど
（六）文化主管部門が承認書面において「渉外的な営業性公演」を明記していない場合
（一）（二）（三）（四）に該当し、且つ滞在期間が90日を超えない場合、Ｍビザを申請しなければならい。上記（五）（六）に該当し、且つ滞在期間が90日を超えない場合、Ｆ字ビザを申請しなければならない。

上記１、２の（一）（二）（三）（五）号に掲げる者は中国入国時の一回あたりの滞在期間が90日を超えない場合、いずれも「外国人の中国における就業管理規定」に基づき、関連手続を申請しなければならない。入国のうえ、季節性労務、短期労務に従事する場合、関連規定に従って執行する。

３、入国のうえ、短期営業性公演を行う外国文芸公演団体、個人は、文化主管部門が発行する批准文書及び中国短期業務証明書（以下、「業務証明書」という）を備えなければならない。入国のうえ、その他の短期業務任務を完了させる場合、人力資源社会保障部門が発行した外国人就業許可証（以下、「許可証」という）及び業務証明書を備えなければならない。

三、短期業務人員就労する場合、下記の手続に従い申請しなければならない。
１、業務許可の申請

（一）人力資源社会保障部門に対する許可証及び業務証明書の申請

短期業務に従事する外国人を招聘する予定の中国国内の提携先は、省レベルの人力資源社会保障部門又は授権を受けた地・市レベルの人力資源社会保障部門に下記の証明資料を提出のうえ、申請しなければならない。

外国人の中国国内における短期業務完成地が二か所以上の省レベルの地区に及ぶ場合、国内提携先の人力資源社会保障部門に関連手続の申請を行う。

（１）国内提携先の登記証明、組織機構番号コードのコピー
（２）中外双方の提携協議書、項目契約書など

（３）入国予定者の履歴書

（４）有効なパスポート

（５）専門技術の証明書など

（６）その他の必要な資料

（二）文化主管部門に対する批准文書及び業務証明書の申請

中国国内において営業性公演を予定する外国文芸公演団体、個人は公演の主催者が初回公演が行われる所在地の文化主管部門に申請する。

２、招聘状又は招聘確認状の取扱
使用者が許可証及び業務証明書をもって登録地又は所属する被授権部門に招待状又は招聘確認状を申請する。

３、Ｚ字ビザの申請

短期業務任務を行うための入国の許可を得た外国人は、中国の在外大使館、領事館又は外交部より委託を受けたその他の在外機関（以下、「在外ビザ発給機関」という）においてＺ字ビザを申請する。

４、業務類居留許可証の取扱
業務期間が30日以下の短期就労者は、業務証明書に記載された業務期限内に業務を行い、Ｚ字ビザに記載された滞在期間内に滞在する。業務期間が30日以上の短期業務者は、業務証明書に記載された業務期限内に業務を続け、業務証明書及びＺ字ビザなどの証明資料を持参して公安機関に出向いて、90日の業務類居留許可証のための許可手続きを行う。
業務証明書を持つ外国人は、短期業務完了後、その居留許可が有効期間内にあり、国内使用者に雇用される場合、「外国人の中国における就業管理規定」の関連手続きに基づき国内の関連手続を行うことができる。

四、結び

１、「処理手順」の公布は短期業務任務をその他の情況と区別させ、取扱手順においても異なっている。外国人は「処理手順」に従って入国手続きを行わなかったり、業務証明書に記載された事項によらず、短期業務に従事したりした場合、公安機関より不法就労として処罰されるものとする。

２、入国のうえ短期業務を完了させる予定の外国人は「処理手順」を熟知の上、「処理手順」に従って相合しい業務許可及びＺ字ビザを取得し、手順の不備によって齎した違法就業のリスクを避けるべきであろう。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	「外国人入国短期業務完成に関連する処理手順（試行）」の配布に関する通知『重要法規解説』ご参照下さい
	2015/01/01

	2
	国家税務総局の固定資産償却加速税収政策関連問題に関する公告现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/01/01

	3
	人力資源社会保障部、財政部、工業情報化部などの失業保険による企業職位支援関連問題に関する公告
	2014/11/06

	4
	税関総署の「税関企業認証標準」の公布に関する公告（2014年第82号）
	2014/12/01

	5
	税関総署の「中華人民共和国税関企業信用管理暫行弁法」実施関連事項に関する公告
	2014/12/01

	6
	中国国際貿易促進委員会、中国国際商会の中国海事仲裁委員会仲裁規則
	2015/01/01

	7
	中国国際貿易促進委員会、中国国際商会の中国国際経済貿易委員会仲裁規則
	2015/01/01

	8
	全国人民代表大会常務委員会の「中華人民共和国行政訴訟法」の修正に関する決定
	2015/05/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。
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注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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